
松山市　新型コロナウイルス感染症への緊急対策（第3回補正）

緊急対策　第3回補正　27億5,970万4千円

     一般会計　27億3,624万4千円

     特別会計　　  　2,346万円

（千円）

992,888

・児童扶養手当受給世帯への1世帯5万円の給付　【市単独】 263,872
ひとり親家庭等子育て応援金給付事業 子育て支援課

・児童手当受給世帯への児童1人1万円の給付 683,720
子育て世帯への臨時特別給付金給付事業 子育て支援課

・介護や障害者サービス事業所の通所から訪問サービスへの転換支援 42,836
障害福祉サービス事業 障がい福祉課 (16,377)

精神障がい者・難病患者等総合支援事業 保健予防課 (5,459)

介護事業所サービス提供体制確保事業（介護特会） 介護保険課 (21,000)

・被用者が感染した場合等の国民健康保険傷病手当金の支給 2,460
国保傷病手当金支給事業（国保特会） 国保・年金課

・感染症の影響を受けた納税者への市税の特例措置（条例改正） －

・国保料や介護保険料の減免申請期限の緩和（条例改正） －

２　地域経済対策 1,156,757

(1) 感染拡大回避の段階
　　＜感染拡大防止と経済活動の両立を支援＞

・商店街等の感染防止策への支援　【市単独】 12,150
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（個人事業主等対策） 地域経済課

・飲食店のテイクアウト等への支援　【市単独】 20,000
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（個人事業主等対策） 地域経済課

・テレワーク導入等への支援　【市単独】 10,372
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（企業対策） 地域経済課

　　＜個人事業主等の事業継続を支援＞
・個人事業主への家賃等に対する現金給付による支援　【市単独】 500,000

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（個人事業主等対策） 地域経済課

・個人事業主への無利子融資による支援　【市単独】 508,623
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（個人事業主等対策） 地域経済課

・県と協調した無利子融資制度による資金繰り支援 10,000
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（企業対策） 地域経済課

　　＜就労支援＞
・職業訓練奨励金制度の対象拡充　【市単独】 9,432

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（就労対策） 地域経済課

(2) 経済活動再開の段階
・収束を見据えた市民や県民対象の消費喚起策　【市単独】 86,180

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（個人事業主等対策） 地域経済課 (19,500)

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策緊急支援事業（観光・ｻｰﾋﾞｽ業等対策） 観光・国際交流課 (66,680)

１　市民生活の支援
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（千円）

第1回補正 令和2年3月専決（R2.3.31) 613,174

第2回補正
令和2年4月専決（特別定額給付金）
(R2.4.30)

51,607,000

第3回補正 令和2年5月臨時会【今回】（R2.5.15) 2,759,704

合計 54,979,878

特別定額給付金を除いた合計 3,372,878
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477,503

・福祉施設の衛生用品購入等への支援 173,894
新型コロナウイルス感染症対策事業（私立分） 保育・幼稚園課 (73,322)

新型コロナウイルス感染症対策事業（公立分） 保育・幼稚園課 (4,800)

障害福祉サービス事業 障がい福祉課 (88,072)

精神障がい者・難病患者等総合支援事業 保健予防課 (7,700)

・入院医療費の公費負担やPCR検査経費等の追加補正 198,664
感染症対策事業 保健予防課

・24時間対応のコールセンターの運営 58,500
感染症対策事業 保健予防課

・ドライブスルー方式によるPCR検査の検体採取の実施　【市単独】 18,249
感染症対策事業 保健予防課

・市業務へのテレワークやWeb会議システムの導入【市単独】 28,196
電子市役所推進事業 ICT戦略課

・疫学調査業務等への特殊勤務手当の支給（条例改正） －

４　学校の臨時休業への対応 125,556

・放課後等デイサービスの利用者負担等の支援 41,658
障害福祉サービス事業 障がい福祉課

・学校給食用食材の余剰に伴う納入業者への補償 73,000
物資共同購入事業 保健体育課

・養護教諭の業務を補助する教育活動支援員の学校への配置 10,898
教職員事務事業 学校教育課

３　感染拡大の防止と医療・検査体制の強化
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